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【要旨】 

 本研究では、過去の地すべり災害 268 事例を用いて、地すべり危険箇所や地すべり防止区域に指定されていな

い初生地すべりの発生状況とその地質・地形的特徴について調査した。その結果、災害事例のうち約 3 割が初生

地すべりであり、それらの多くは堆積岩地域で発生していることが明らかになった。また、一部の災害事例を対

象に、LP データを用いて初生地すべりの地形的特徴を解析した結果、初生地すべりの平均勾配は、再活動地す

べりに比べ、急である傾向を示した。また、変動計測システムの開発については、複数の IT 地表傾斜計を設置

することで、斜面の変動範囲の把握が可能であることが示された。 

キーワード：初生地すべり、数値標高モデル、変動計測、IT 地表傾斜計

１．はじめに 

地すべりの空間的分布の把握は、従来、空中写真

判読によっておこなわれてきており、地すべり危険

箇所調査や地すべり防止計画の予備調査においても

空中写真判読が活用されている。とくに、現地踏査

では把握しにくい大規模な地すべりや複数ブロック

から構成される地すべりの範囲を把握する上で、空

中写真判読は非常に有用な調査手法である。しかし、

日本の地すべりは大部分が森林限界以下に位置して

いるため、地すべりによる斜面の変状が微小な場合、

空中写真判読による地すべり地形の把握が、植生の

被覆によって困難になる場合がある。また、地形図

で不明瞭な微地形を判読することも困難な事例が多

い。近年、そのような空中写真判読では地すべりと

して認識することが困難な斜面において、地すべり

が発生する事例が報告されている１）、２）。報告事例の

ように、事前に地すべり斜面と認識していない斜面

で地すべりが滑動した場合、適切な対策の実施が困

難なため被害が拡大する可能性、あるいは、地すべ

り活動が住民の生活やライフラインに対して多大な

影響を及ぼす可能性が考えられる。したがって、こ

のような地すべり災害を軽減するためには、従来の

空中写真判読に加えて、新たな手法を用いて地すべ

り地形を抽出する手法の構築が必要と考えられる。 

近年、全国において航空レーザ（LP）測量が実施

されており、高解像度の数値標高モデル（DEM）が

取得されつつある。LP 測量から取得される DEM は、

樹木間を通過し地表面で反射したレーザ光のデータ

をもとに算出されるため、森林斜面に分布する地す

べり形状の把握に適した地形データといえる。また、

LP 測量データから作成された高解像度地形図によ

って地すべりの詳細な微地形の把握も可能となる。 

そこで、本研究課題では、LP データを用いて、従

来の空中写真判読では抽出が難しい初生地すべりの

地質・地形的特徴を明らかにするとともに、初生地

すべりの可能性のある斜面の抽出手法の構築を目指

している。また、初生地すべりの可能性のある斜面

を対象に、安価かつ高精度の地盤変動計測による監

視システムの開発を行うことを目的としている。 

 上記の目的を達成するため、①初生地すべりの危

険性の高い斜面の抽出技術と地形活性度等による危

険度評価技術の開発、②抽出された初生地すべりの

うち、危険度の高い斜面の変動計測システムおよび

地すべり範囲・規模の予測手法の開発の二つの側面

から研究を進めている。平成 26 年度は、①に関し

ては、過去の地すべり災害事例をもとに、空中写真

では判読が難しい地すべりの発生事例の実態を調査

した。また、LP データを用いて、それらの地質・地

形的特徴を分析した。②に関しては、明瞭な地すべ

り地形を呈していない斜面に設置した IT 地表傾斜

計、地盤伸縮計、孔内傾斜計のデータを比較し、そ

の地盤の変動状況を解析した。 
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２．初生地すべりの発生実態調査 

2.1  初生地すべりの定義と調査方法 

本研究では、従来の空中写真判読調査では抽出が

困難な地すべりを初生地すべりと定義する。解析対

象は、地震が誘因のものを除いた 2001～2013 年度

における 13 年間の災害関連緊急地すべり対策事業

実施箇所（以下：災関箇所）268 事例とした（図-1）。

災関箇所それぞれの地すべり活動の状態について初

生かどうかを収集資料から判別することは難しいこ

とから、発災時点において地すべり危険箇所（以下：

危険箇所）、地すべり防止区域（以下：防止区域）で

は無い箇所を初生地すべりとみなした。危険箇所の

抽出は 1/10,000 程度の空中写真を用いて判読を行

い 1/25,000 地形図に図示することによりまとめら

れていることから、通常の予備調査段階での地すべ

り地形判読とほぼ同レベルで抽出されていると考え

られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査では、まず近年の初生地すべりの発生状況を

把握するため、国土交通省国土技術政策総合研究所

の土砂災害データベース（以下：土砂災害 DB）に

掲載されている土砂災害発生報告書を基に、268 災

関箇所の危険箇所・防止区域の該当状況を調査した。 

次に、災関箇所の位置と地すべりブロックの形状

を既往報告書や土砂災害 DB に掲載された平面図か

ら読み取り、初生地すべりの地質・地形的特徴を調

べた。地質については、独立行政法人産業技術総合

研究所地質調査総合センターが作成した 20万分の1

日本シームレス地質図３)を用いて、災関箇所の地質

を堆積岩、火山岩、変成岩、深成岩、その他の５種

に分類・整理した。地形的特徴は、地すべりブロッ

ク末端の平面形状に着目し、凸型、直線型、凹型に

区分し、調査した。地すべりの規模は、災害 DB に

記載されている面積の値を用いて整理した。 

LP データを用いた地形解析は、宮崎県の災関箇所

11 箇所を対象とした。LP データから作成された

DEM を用いて傾斜量図、等高線図、修正開度図４）

などの解析図を作成し、長さ、幅、面積、高さ、傾

斜、末端平面形状、末端地形、地質を調査した。傾

斜量図などの作成に使用した DEM データのグリッ

ドサイズは 1m である。GIS を用いた地すべりブロ

ックの入力精度は2,500～5,000分の1スケールで作

業を行った。調査の流れは、図-2 に示す通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2  解析結果 

2.2.1 初生地すべりの発生状況 

 図-3 に、過去 13 年間の初生地すべりの発生状況

を示す。調査対象とした 268 災関箇所のうち、発災

時に危険箇所・防止区域に非該当の箇所（初生地す

べり）は 74 箇所あることが明らかになった。資料

が無い 48 箇所を除く全体 220 箇所に対する非該当

箇所（初生地すべり）の割合は 34％を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.2 初生地すべりの地質的特徴 

危険箇所・防止区域に該当または非該当すること

が明らかになっている 220 災関箇所の地質の調査結

果を図-4 に示す。災関箇所数は、堆積岩が 152 箇所

と最も多い。次いで、火山岩 35 箇所、変成岩 27 箇

所、深成岩 1 箇所を示す。また、非該当の全箇所数

（74）に対する堆積岩の非該当箇所数（56）は 76%

図-1 解析対象の災関箇所の位置 

 

 

図-２ 調査の流れ 

 

 
図-3 災関箇所の危険箇所・防止区域の該当・非該当箇所 
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に達する。各地質ごとの災関箇所数に対する地すべ

り危険箇所・防止区域の該当箇所数の割合を抽出率

と定義すると、堆積岩地域の抽出率は、ほかの地質

に比べて、低い傾向を示す。一方、変成岩地域の抽

出率は 82％と高い値を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.2 初生地すべりの地形的特徴 

ブロック末端の平面形状に着目し、解析対象地す

べり（220 箇所）を凸型、直線型、凹型に区分した

結果を図-5 に示す。抽出率は凸型が 53％、凹型が

53％となり、直線型の 68％よりも低い。総数は直線

型が最も多く 101 箇所であり、全体に占める割合は

46％となっている。また、河川・海岸に接する箇所

の抽出率は 59％を示す（図-6）。さらに、地すべり

末端が河川・海岸に接する事例 56 箇所について、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 地すべり末端が河川・海岸に接する箇所の抽出率 

末端の平面形状毎の抽出率を図-7 に示す。末端の平

面形状が凹型の箇所では抽出率が 44％と低い傾向

が認められた。 

 地すべりの規模（面積）についてみると、図-8 に

示す通り、50,000m2 を超える地すべりの抽出率は

86％以上となっている。一方、50,000 m2未満の地

すべり抽出率は 57～77％となっている。とくに、

5,000～20,000 m2の抽出率は 57％と最低値を示し、

全体（集計不可を除く）の約 4 割を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.3 LP データを用いた地形解析 

 宮崎県内の災関箇所 11 箇所（18 ブロック）のう

ち危険箇所・防止区域に該当しない箇所は A～D 地

区の 4 箇所（4 ブロック）であった。LP 図を用いた

判読事例を図-9～10 に示す。発災後の LP 図では、

地すべり頭部に比高 4ｍ程度の滑落崖が認められ、

末端形状は凸型を示す（図-9）。また、図-10 に示す

通り、既往の報告書では地すべり末端は斜面中腹の

道路付近に位置し、河川に接していない。 

災関箇所（18 ブロック）について地形解析した結

果を表-1 に示す。地形条件は 1 箇所を除きブロック

末端が河川に接する事例であった。末端の平面形状

には、2.2.2 節で得られたような抽出状況の偏りはみ 

 
図-4 地質ごとの抽出率 

 

 

 

 

図-5 地すべり末端の平面形状と抽出率 

 

 

 

 

 

図-8 面積ごとの抽出率 

 

図-7 末端が河川・海岸に接する箇所の平面形状ごと 

の抽出率 
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られない。危険箇所・防止区域に該当しない地すべ

りブロックは 4 ブロックある。それらの非該当ブロ

ックの平均斜面勾配は 32°（28～39°）を示すのに

対し、危険箇所・防止区域に該当する 8 ブロックの 

平均斜面勾配は 17°と差が認められた。地質は全て

の箇所で堆積岩（四万十帯）に属する。対象とした 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域では、とくに、地すべり末端に河川が存在し、

斜面勾配が 30°前後の地すべりブロックの抽出に

注意を払う必要があると考えられる。 

 

３．地表傾斜計等による斜面変動計測調査 

3.1 目的 

多くの初生地すべり（従来の空中写真判読調査で

は抽出が困難な地すべり）は、明瞭な滑落崖を有し

ておらず、移動体の輪郭も不明瞭であることが予想

される。そのような初生地すべりの変動範囲を特定

するのに適した機器の条件として、明瞭な亀裂や段

差がない場合でも機器が設置でき、微小な変動を計

測できることが挙げられる。本研究では、そのよう

な条件を満たす地盤傾斜計（IT 地表傾斜計）を斜面

に複数設置することで、変動斜面の範囲を特定でき

るかを検討した。また、地盤傾斜計だけでは、地盤

の移動量や深さ方向の変動を把握することができな

いため、地盤伸縮計と孔内傾斜計も同時に設置し、

斜面の変動状況を解析した。 

3.2 対象地と観測方法 

明瞭な滑落崖が認められない斜面において崩壊が

発生した履歴を有する奈良県吉野郡上北山村西原を

調査対象地とした。調査地一帯の地質は、四万十累

帯頁岩優勢砂岩・頁岩互層からなり、低角度の流れ

盤構造を示す。対象斜面の平均勾配は 45°前後であ

り、斜面中腹には小規模な段差地形が存在するが、

滑落崖などの明瞭な地すべり地形は認められない。

調査地に隣接する上下流の斜面には、複数の崩壊跡

地が認められる。 

観測測器は、図-11～12 に示すように、IT 地表傾

斜計 14 基、地盤伸縮計 5 基、挿入式孔内傾斜計 1

孔を対象地に設置した。 

3.3 観測結果 

観測結果は 2009年 6月から 2014年 1月までの期

間のデータについてまとめた。IT 地表傾斜計につい

ては、観測期間中の年平均変動量が 100 秒を超える 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 B地区の判読例 

修正開度図と等高線図 1mを重ね合わせた解析図． 

色の濃淡は傾斜を表現しており、淡色は緩傾斜を示す. 

 

図-10 B地区における調査報告書平面図に傾斜量図を重

ね合わせた事例 

 

 

勾配 (°） 

河川→ 

道路 

表-1 LPデータを用いた宮崎県災関箇所の解析結果 

 

18 ブロック：全てのブロック（危険箇所・防止区域の該当状況が資料から不明のブロックも含む） 
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機器（対応する機器の番号を列挙）は、概ね最大傾

斜方向への変動を示す（図-11）。段差地形を境界に、

上方斜面に設置した機器（K-2、3、11、12、13）は

小さい年平均変動量（25～193 秒）を示すのに対し、

下方斜面の機器（K-4、5、8、9）は年平均変動量が

300 秒を超える（図-11）。そのため、段差地形より

下方斜面（図-11 に実線で示す約 1100m2の範囲）が

最大傾斜方向に向かって変動していると推定された。

とくに、末端に位置する K-9 の年平均変動量は 958

秒を示し、最も傾動が大きい。降雨との関係では、

2011 年 8～9 月の豪雨時に、IT 地表傾斜計 K-9 で変

動量が大きくなる傾向（図-13 上段）が認められた

ことから、尾根地形末端の村道法肩付近が豪雨の影

響を受け傾動が大きくなった可能性がある。一方、

他の IT 地表傾斜計の観測結果は降雨に伴い傾動が

大きくなった傾向は認められなかった。 

地盤伸縮計に関しては、段差地形をまたいで設置

された S-1 では、月平均約+0.12mm の引張変位の

累積を記録した（図-13）。S-1 の変位は、段差地形

を境界に上方・下方斜面に設置された IT 地表傾斜計

の傾動傾向と調和的である。S-2～4 の月平均変位は、

S-1 よりも低い値を示す。 

挿入式孔内傾斜計の累積変位は、剪断を示すよう

な明瞭な変動は認められなかった（図-13）。2.0m 以

浅の変形は、2010 年 12 月 3 日～2014 年 1 月 27 日

にかけて 4mm の累積的な変動を示す。このような

動きは、表層部が下方へ移動する表層クリープを反

映している可能性が考えられる。9.5m 以浅において

は谷側へ傾斜する変位が認められる。また 24.0m 以

浅についても北側へ傾倒する微小な変位が認められ

る。 

降水量は、近傍の気象庁が設置した奈良県上北山

アメダスの観測データを用いた。200mm/日以上の

降水は、2011 年の台風 12 号による豪雨（1812mm；

2011 年 8 月 31 日～9 月 4 日）を含め、13 回観測さ

れた（図-13）。 

3.4 対象斜面の変動状況 

IT 地表傾斜計、地盤伸縮計、孔内傾斜計の観測結

果を総合的に評価すると、対象地の段差地形より下

方斜面が主に最大傾斜方向に動いていることが明ら

かになった。そして、微小な変動を示す斜面の範囲

は、図-11 の実線に囲まれた斜面と推定された。ま

た、孔内傾斜計の観測結果などを基に考察すると表

層以深の変動量は小さく、明瞭な地すべり性の変動

には至っていないものと考えられた。 

 

４．まとめ 

 2001～2013 年度の地すべり災害 268 事例（災

害関連緊急地すべり対策事業実施箇所）を用いて、

地すべり危険箇所や地すべり防止区域に指定されて

いない初生地すべりの発生状況を調査した。その結

果、268 事例のうち約 3 割が初生地すべりとして発

生していることが明らかになった。初生地すべりの

地質的特徴として、堆積岩地域において初生地すべ

りの発生が多い傾向が認められた。また、初生地す

べりは、凸型・直線型・凹型いずれの斜面形状にお 

 

図-11 観測機器の配置と IT地表傾斜計変動方向 

図-12 観測機器の設置状況 
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いても発生する特徴を示した。宮崎県の災関箇所 11

箇所を対象に実施した LP データの地形解析では、

初生地すべり斜面は、再活動地すべり斜面に比べ、

平均勾配が急である傾向が認められた。したがって、

今後、初生地すべりを抽出する手法を構築していく

上で、傾斜量が指標の 1 つになる可能性がある。 

変動計測システムに関しては、複数の IT 地表傾斜

計を設置することで、微小な変動を示す斜面の範囲

を推定することができた。ただし、地盤の移動量や

深さ方向の変動を把握するには地盤伸縮計や孔内傾

斜計などの他の測器と組み合わせる必要がある。ま

た、今回の観測結果を踏まえると、微小な動きを示

す斜面の変動範囲を特定するためには、機器の配置

計画が重要であるとともに、変動・不動を見極める

ための十分な観測期間が必要であると考えられた。 
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図-13 IT地表傾斜計、地盤伸縮計、孔内傾斜計の変動図 
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